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株　主　各　位
平 成 3 0 年 ６ 月 ８ 日

埼 玉 県 吉 川 市 旭 ７ 番 地 １
株式会社丸和運輸機関
代表取締役社長　和佐見　勝

第45回定時株主総会招集ご通知

拝啓　平素は格別のご高配を賜り、厚く御礼申し上げます。
　さて、当社第45回定時株主総会を下記のとおり開催いたしますので、ご出席くださいますよう
ご通知申し上げます。
　なお、当日ご出席願えない場合は、書面又は電磁的方法（インターネット等）によって議決権
を行使することができますので、お手数ながら後記の株主総会参考書類をご検討のうえ、平成30
年６月27日（水曜日）午後５時30分までに議決権をご行使くださいますようお願い申し上げま
す。

敬　具

記

１．日　　時 平成30年６月28日（木曜日）午前10時
※受付開始は午前9時を予定しております。

２．場　　所 埼玉県吉川市旭７番地１　当社本店６階会議室
（末尾記載の会場ご案内図をご参照ください。）

３．会議の目的事項
報告事項 １．第45期（平成29年４月１日から平成30年３月31日まで）事業報告、

連結計算書類並びに会計監査人及び監査役会の連結計算書類監査結果報告の件
２．第45期（平成29年４月１日から平成30年３月31日まで）計算書類報告の件

決議事項
第１号議案 剰余金の配当の件
第２号議案 取締役11名選任の件
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４．その他本招集ご通知に関する事項
１．連結計算書類の「連結注記表」及び計算書類の「個別注記表」は、法令及び当社定款第

14条の規定に基づき、当社ホームページ（http://www.momotaro.co.jp/）に掲載し
ておりますので、本株主総会招集ご通知には記載しておりません。なお、監査役及び会
計監査人が監査した連結計算書類及び計算書類には、本株主総会招集ご通知の添付書類
に記載の各書類のほか、当社ホームページに掲載している連結計算書類の「連結注記
表」及び計算書類の「個別注記表」も含まれております。

２．事業報告、計算書類、連結計算書類及び株主総会参考書類の記載事項を修正する必要が
生じた場合は、修正後の事項を当社ホームページ（http://www.momotaro.co.jp/）
に掲載いたしますのでご了承ください。

以　　上

株主総会にご来場いただく株主様へのご案内
◎ 当日ご出席の際は、お手数ながら同封の議決権行使書用紙を会場受付にご提出くださいます

ようお願い申し上げます。
◎ 紙資源節約のため、この「招集ご通知」をご持参くださいますようお願い申し上げます。
◎ 当日ご来場の株主様にお土産をご用意しております。ご持参の議決権行使書用紙の枚数に

かかわらず、ご来場の株主様お一人につき１つとさせていただきますので、あらかじめご了
承ください。
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議決権行使等についてのご案内
議決権は、以下の３つの方法により行使いただくことができます。

株主総会にご出席される場合

議決権行使書用紙を会場受付にご提出ください。（ご捺印は不要です。）

日 時 平成30年６月28日（木曜日）午前10時（受付開始：午前９時）
場 所 埼玉県吉川市旭７番地１　当社本店６階会議室

（末尾記載の会場ご案内図をご参照ください。）

郵送で議決権を行使される場合

同封の議決権行使書用紙に議案に対する賛否をご表示のうえ、切手を貼らずにご投函ください。

行使期限 平成30年６月27日（水曜日）午後５時30分到着分まで

インターネットで議決権を行使される場合

パソコン又はスマートフォンから議決権行使サイト（https://soukai.mizuho-tb.co.jp/）にアクセス
し、同封の議決権行使書用紙に記載された「ログインID」及び「仮パスワード」をご入力いただき、
画面の案内にしたがって賛否をご入力ください。

行使期限 平成30年６月27日（水曜日）午後５時30分まで

① 株主様以外の方による不正アクセス（“なりすまし”）や議決権行使内容の改ざんを防止するため、ご利用の
株主様には、議決権行使サイト上で「仮パスワード」の変更をお願いすることとなりますのでご了承くださ
い。

② 株主総会の招集の都度、新しい「ログインID」及び「仮パスワード」をご通知いたします。
③ 議決権行使サイトへのアクセスに際して発生する費用（インターネット接続料金・電話料金等）は株主様の

ご負担となります。
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インターネットによる議決権行使のご案内

１．インターネットによる議決権行使について

(1) 書面による議決権行使に代えて、当社指定の「議決権行使ウェブサイト」（下記URL）より議決権の行使が
可能です。ご希望の方は、同封の議決権行使書用紙右片に記載の議決権行使コード及びパスワードにてログ
インしていただき、画面の案内に従って入力ください。なお、セキュリティ確保のため、初回ログインの際
にパスワードを変更いただく必要があります。

https://soukai.mizuho-tb.co.jp/

(2) 行使期限は平成30年６月27日（水曜日）午後５時30分までであり、同時刻までに入力を終える必要があり
ます。お早めの行使をお願いいたします。

(3) 書面とインターネットによる議決権行使を重複して行使された場合は、インターネットによるものを有効と
します。複数回行使された場合は、最後に行われたものを有効とします。

(4) パスワード（株主様が変更されたものを含みます。）は今回の総会のみ有効です。次回の株主総会時は新た
に発行いたします。

(5) インターネット接続に係る費用は株主様のご負担となります。

（ご注意）
・パスワードは、ご投票される方がご本人であることを確認する手段です。なお、パスワードを弊社よりお尋ね

することはございません。
・パスワードは一定回数以上間違えるとロックされ使用できなくなります。ロックされた場合、画面の案内にし

たがってお手続きください。
・議決権行使ウェブサイトは一般的なインターネット接続機器にて動作確認を行っておりますが、ご利用の機器

によってはご利用いただけない場合があります。

２．お問い合わせ先について

　ご不明点は、株主名簿管理人であるみずほ信託銀行　証券代行部までお問い合わせください。

議決権行使ウェブサイトの操作方法等に関する専用お問い合わせ先

フリーダイヤル 0120-768-524（平日　９：00～21：00）

３．議決権電子行使プラットフォームについて

　管理信託銀行等の名義株主様（常任代理人様を含みます。）につきましては、株式会社東京証券取引所等によ
り設立されました合弁会社 株式会社ICJが運営する議決権電子行使プラットフォームの利用を事前に申し込まれ
た場合には、当社株主総会における電磁的方法による議決権行使の方法として、インターネットによる議決権行
使以外に、当該プラットフォームをご利用いただくことができます。

以　上
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（添付書類）

事 業 報 告
[平成29年 4 月 1 日から

平成30年 3 月31日まで]

１．企業集団の現況に関する事項

（１）事業の経過及びその成果
当連結会計年度におけるわが国経済は、企業収益や雇用環境の改善が進み、緩やかな回復

基調で推移いたしました。一方で、消費者物価は緩やかに上昇しているもののデフレ脱却に
は至っておらず、また、米国の政策動向やアジアにおける地政学的リスクの経済情勢に及ぼ
す影響が懸念され、引き続き留意を要する状況にあります。

物流業界においては、深刻化する人材の不足及び燃料価格の高騰を背景としたコスト上昇
により、料金の適正化に対する社会的な理解は深まってきたものの、依然として厳しい経営
環境で推移しております。

この様な環境のもと当社グループは、「低温食品物流への経営資源の集中投資」「拡大し
続けるＥＣ市場への対応」「安全・安心・安定した物流基盤の構築」の３つを成長戦略とし
た中期経営計画を推進しております。中期経営計画２年目となる当事業年度は、更なる事業
基盤の強化を目的とした日次決算マネジメントの徹底並びに食品スーパーマーケット向けの
低温食品物流の深耕を図りました。また、「ＥＣラストワンマイル当日お届けサービス」を
担う個人事業主「クイックエース」の開業を支援する仕組みを立ち上げるなど、当社独自の
ラストワンマイル配送網の構築を推進してまいりました。

更に、高齢化及び労働人口減少の進行を見据えた人材確保のため、新卒の積極的な採用活
動を推進すると共に、人材不足に起因する稼働車両不足を解消するため、「ＡＺ－ＣＯＭ丸
和・支援ネットワーク」のサービスメニュー拡充や会員拡大を図り、輸配送パートナーとの
安全・安心・安定した物流基盤の構築に取り組みました。

以上の結果、当社グループの当連結会計年度における経営成績は、売上高743億59百万円
（前年同期比10.7％増）、営業利益45億６百万円（同2.4％増）、経常利益47億52百万円
（同3.1％増）の増収増益となったものの、法人税等の増加に伴い、親会社株主に帰属する当
期純利益は30億44百万円（同1.1％減）とわずかに減益となりました。
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セグメント別の状況は次のとおりであります。
（物流事業）
・食品物流

　低温食品を中心とした食品物流におきましては、当社の最重要分野と位置付け、「ＡＺ
－ＣＯＭ７ＰＬ」（アズコム　セブン・パフォーマンス・ロジスティクス／７つの経営支
援機能を付加した３ＰＬ）戦略に基づく物流改革提案により獲得した新規物流センターの
本格稼働に加え、既存取引先における食品物流業務の拡大が寄与した結果、売上高は331
億99百万円（前年同期比5.8％増）となりました。

・医薬・医療物流
　医薬・医療物流におきましては、主要取引先であるドラッグストアをはじめとする既存
取引先にて、新規出店への対応や訪日外国人観光客によるインバウンド消費増、ＥＣ対応
による物量の増加が寄与した結果、売上高は191億90百万円（前年同期比1.6％増）とな
りました。

・常温その他物流
　日用雑貨を中心とする常温その他物流におきましては、「ＥＣラストワンマイル当日お
届けサービス」の受託エリア及び車両台数の拡大に加え、既存取引先の深耕による取引拡
大が寄与した結果、売上高は210億98百万円（前年同期比31.1％増）となりました。

　利益面では、「ＥＣラストワンマイル当日お届けサービス」の受託エリア拡大に伴う配送
拠点及び車両・人員確保等の一時費用並びに事業安定化に向けた先行投資の影響はあるもの
の、業務習熟による生産性向上や現場改善によるコスト削減効果が表れてきております。ま
た、日次決算マネジメントの強化を推進し、適正料金の収受に向けた料金交渉に努めた結果、
物流事業における売上高は734億88百万円（前年同期比10.7％増）、セグメント利益（営
業利益）は42億38百万円（同2.3％増）の増収増益となりました。
（その他）
　文書保管事業におきましては、既存取引先との取引拡大や新規取引先からのＢＰＯ（ビジ
ネスプロセス・アウトソーシング）に係る新規案件の受託に努めた結果、売上高では８億71
百万円（前年同期比6.4％増）、セグメント利益（営業利益）は２億68百万円（同22.6％
増）の増収増益となりました。

（２）設備投資等の状況
　当連結会計年度における設備投資等の総額はリース資産を含め38億38百万円となりまし
た。その主なものは、新規及び既存物流センターの設備21億67百万円、土地９億29百万円
であります。
　なお、物流事業において、荷主との物流構想変更に伴い、物流センターの設備を売却し、
固定資産が20億40百万円減少しております。

（３）資金調達の状況
　該当事項はありません。
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（４）他の会社の事業の譲受けの状況
　当社は、首都圏における商品個配事業の収益基盤の強化を目的として、株式会社国際トラ
ンスサービス及び関東運送株式会社の両社が受託していたコープデリ生活協同組合連合会
（生活協同組合コープみらい）の商品の配達に関する事業を譲受けております。

（５）対処すべき課題
　当社グループを取り巻く経営環境は、国内外における政治・経済情勢への懸念が払拭され
ておらず、今後も先行き不透明な状況が続くものと思われます。また、少子高齢化による労
働人口の減少も大きな課題となってきております。
　このような状況のもと、当社といたしましては、経営資源の集中による効率化と更なるコ
スト削減を図り、顧客のあらゆるご要望にお応えできるよう、業務改革や社員一人ひとりの
意識・行動変革に取り組んでまいります。また、人材及び稼働車両不足等の問題の解決に努
めると共に、当社グループの採用活動の強化を継続し、業容拡大に対処できる人材の確保を
図ってまいります。主な施策としましては、以下のとおりとなります。
① 営業体制の強化
　新規顧客を獲得するため、低温食品物流の分野に営業ターゲットを絞り込み、引き続き顧客に
密着した集中営業活動を展開し、いち早く顧客のニーズを収集し、ニーズに見合う物流改善提案
を行うことで、新規顧客の開拓及び既存顧客の業務シェア拡大に努めてまいります。

② 業務体制の強化
　日々変動する顧客の物量動向を注視し、人員配置や効率的な配車などきめ細かな経費コントロ
ールと業務効率の改善を目的とした「日次決算マネジメント」を全社で完全実施することで、あ
らゆる環境変化に即座に対応が出来る安定した収益基盤の構築に努めてまいります。
　また、顕在化している人材及び稼働車両不足等の諸問題を解決すべく、「ＡＺ－ＣＯＭ丸和・
支援ネットワーク」の会員規模拡大に努め、パートナー企業との連携強化による安定した輸配送
体制の構築と人材の確保に引き続き取り組んでまいります。

③ 採用活動の強化
　労働人口の減少が進行する中、今後の事業拡大のためには、各事業領域における人材の確保が
必要不可欠となります。このため、全国の大学、高校における就職窓口とのコミュニケーション
強化と採用担当社員の増員を図り、優秀な人材を確保できるよう取り組んでまいります。

④ 管理体制の強化
　社会から信用・信頼される企業づくりのため、法令遵守はもとより、内部管理体制やリスク管
理体制の強化に努め、企業倫理に則った行動の徹底に努めることで、健全な企業経営を推進して
まいります。

また、政府が推進する「働き方改革」を背景に「働き方改革推進委員会」を組織し、長時間労
働の抑制、雇用格差の是正、労働生産性の向上などの労働環境の改善に取り組むことで、全ての
従業員がやりがいを持って生き生きと活躍できる職場づくりに取り組んでまいります。

⑤ 安全対策の強化
　物流会社としての社会的責任を果たすため、デジタル・タコグラフ、ドライブレコーダーをは
じめとする安全強化対策の導入を推進し、作業の安全確保や交通事故の防止などの更なる安全強
化対策に取り組んでまいります。また、エコドライブの推進や車両・施設における環境負荷軽減
など、環境保全に対しても積極的に取り組んでまいります。

－ 7 －



（６）財産及び損益の状況の推移
① 企業集団の財産及び損益の状況

第 42 期
平成27年３月期

第 43 期
平成28年３月期

第 44 期
平成29年３月期

第 45 期
(当連結会計年度)
平成30年３月期

売上高（百万円） 54,033 60,364 67,179 74,359
経常利益（百万円） 3,064 3,888 4,610 4,752
親会社株主に帰属する当期純利益（百万円） 1,779 2,578 3,080 3,044
１株当たり当期純利益（円） 59.56 80.47 96.16 95.15
総資産（百万円） 34,476 33,793 36,697 39,593
純資産（百万円） 13,954 15,862 17,935 20,617
１株当たり純資産額（円） 436.56 494.50 560.57 643.83

（注）１．売上高には、消費税等は含まれておりません。
２．１株当たり当期純利益は、期中平均株式数により算出しております。
３．１株当たり純資産額は、期末発行済株式数により算出しております。
４．当社は、平成26年10月１日付、平成27年10月１日付及び平成29年10月１日付において、それぞれ

普通株式１株につき２株の割合をもって株式分割を行っております。これに伴い、第42期の期首に当
該株式分割が行われたものと仮定して、１株当たり当期純利益金額及び１株当たり純資産額を算定し
ております。

② 当社の財産及び損益の状況
第 42 期

平成27年３月期
第 43 期

平成28年３月期
第 44 期

平成29年３月期
第 45 期

（当事業年度）
平成30年３月期

売上高（百万円） 32,190 37,717 43,903 49,996
経常利益（百万円） 2,438 2,834 3,688 3,463
当期純利益（百万円） 1,551 2,151 2,841 2,651
１株当たり当期純利益（円） 51.94 67.14 88.71 82.84
総資産（百万円） 24,393 24,214 26,785 31,303
純資産（百万円） 11,062 12,548 14,321 16,686
１株当たり純資産額（円） 346.11 391.18 447.62 521.07

（注）１．売上高には、消費税等は含まれておりません。
２．１株当たり当期純利益は、期中平均株式数により算出しております。
３．１株当たり純資産額は、期末発行済株式数により算出しております。
４．当社は、平成26年10月１日付、平成27年10月１日付及び平成29年10月１日付において、それぞれ

普通株式１株につき２株の割合をもって株式分割を行っております。これに伴い、第42期の期首に当
該株式分割が行われたものと仮定して、１株当たり当期純利益金額及び１株当たり純資産額を算定し
ております。
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（７）主要な事業内容（平成30年３月31日現在）
セグメントの名称 主な事業内容

物流事業 サードパーティ・ロジスティクス（３ＰＬ）
輸配送サービス　等

その他 文書保管事業
不動産賃貸事業　等

（８）主要な営業所及び物流センター（平成30年３月31日現在）
① 当社

名称 所在地
本社 埼玉県吉川市
アズコム吉川ＭＫ共配 埼玉県吉川市
吉川営業所 埼玉県吉川市
野田食品物流センター 千葉県野田市
アズコム流山物流センター 千葉県流山市
アズコム久喜共配 埼玉県久喜市
ＥＣ物流運営部 東京都荒川区
アズコム北関東ＭＫ共配 栃木県足利市
アズコム神奈川ＭＫ共配 神奈川県相模原市中央区
山形食品物流センター 山形県山形市

② 主要な子会社
会社名 所在地

(株)丸和通運 本社：東京都荒川区
(株)北海道丸和ロジスティクス 本社：北海道石狩市
(株)東北丸和ロジスティクス 本社：岩手県紫波郡紫波町
(株)関西丸和ロジスティクス 本社：京都府綾部市
(株)中四国丸和ロジスティクス 本社：高知県高知市
(株)九州丸和ロジスティクス 本社：福岡県福岡市東区
(株)ジャパンクイックサービス 本社：東京都荒川区
(株)アズコムデータセキュリティ 本社：埼玉県秩父市
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（９）従業員の状況（平成30年３月31日現在）
① 企業集団の従業員の状況

セグメント名称 使用人数 前期末比増減
物流事業 2,696名 〔3,990名〕 274名増 〔132名減〕
その他 44名 〔38名〕 4名増 〔3名減〕
合計 2,740名 〔4,028名〕 278名増 〔135名減〕

（注） 使用人数は就業人員数であり、臨時従業員数は〔　〕内に年間平均人員を外数で記載しております。

② 当社の従業員の状況
使用人数 前期末比増減 平均年齢 平均勤続年数

1,269名 〔2,702名〕 241名増 〔33名増〕 37.5歳 8.8年
（注）１．使用人数は就業人員数であり、臨時従業員数は〔　〕内に年間平均人員を外数で記載しております。

２．従業員数が前事業年度末に比べ241名増加した主な要因は、コープ事業部の事業譲受け等によるもの
であります。

（10）重要な子会社の状況
会社名 資本金

（百万円）
当社の議決権比率

（％） 主要な事業内容

（株）関西丸和ロジスティクス 81 100.0
（22.8）

サードパーティ・ロジスティクス
（３ＰＬ）、輸配送サービス　等

（注） 当社の議決権比率の（ ）内は、間接所有割合を内数で示しております。

（11）主要な借入先及び借入額（平成30年３月31日現在）
借入先 借入金残高（百万円）

(株)埼玉りそな銀行 2,030
(株)三菱東京ＵＦＪ銀行 886
(株)三井住友銀行 784
(株)みずほ銀行 595

（注）１．平成30年３月31日現在の借入金残高が、500百万円以上の金融機関を記載しております。
２．平成30年４月１日付で(株)三菱東京ＵＦＪ銀行は(株)三菱ＵＦＪ銀行に社名変更しております。

（12）その他企業集団の現況に関する重要な事項
　該当事項はありません。
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２．株式に関する事項（平成30年３月31日現在）

（１）発行可能株式総数 48,000,000株
（２）発行済株式の総数 32,113,080株
（３）株主数 2,572名
（４）単元株式数 100株
（５）上位10名の株主の状況

株主名 持株数（株） 持株比率（％）
株式会社ＷＡＳＡＭＩ 10,800,000 33.63
和佐見　勝 8,384,120 26.11
日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社(信託口) 1,646,900 5.13
丸和運輸機関社員持株会 1,031,688 3.21
株式会社マツモトキヨシホールディングス 1,026,200 3.20
ＳＴＡＴＥ　ＳＴＲＥＥＴ　ＣＬＩＥＮＴ　ＯＭＮＩ
ＢＵＳ　ＡＣＣＯＵＮＴ　ＯＭ０２ 677,200 2.11
トーヨーカネツソリューションズ株式会社 544,600 1.70
株式会社ダスキン 400,000 1.25
株式会社埼玉りそな銀行 321,800 1.00
立澤　勝美 306,000 0.95

（注）持株比率は自己株式（134株）を控除して計算しております。

（６）当社が保有する株式に関する事項
① 政策保有に関する方針
　当社は、事業運営との関係性や取引関係強化等の観点から、保有意義・経済合理性等を検
証して総合的に勘案し、株式を保有する方針としております。主要な政策保有株式について
は、毎年取締役会において、取引実績、時価等を踏まえて、保有の継続が当社の持続的な成
長と中長期的な企業価値の向上に資するかを検証いたします。

② 政策保有株式の議決権行使の基準
　議決権行使については、発行会社の企業価値向上及びコンプライアンス体制、当社グルー
プの事業への不利益を与える可能性等を勘案して判断することとしております。

（７）その他株式に関する重要な事項
① 平成29年10月１日を効力発生日として、普通株式１株につき２株の割合で株式分割を行

ったことにより、発行済株式の総数が16,042,940株増加しております。
② 新株予約権（ストックオプション）の権利行使により、発行済株式の総数は27,200株増

加しております。
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３．新株予約権等に関する事項
　該当事項はありません。

４．会社役員に関する事項
（１）取締役及び監査役の状況（平成30年３月31日現在）

地位 氏名 担当及び重要な兼職の状況

代表取締役社長
最高経営責任者(ＣＥＯ) 和佐見　　　勝

(株)丸和通運代表取締役社長
(一社)日本３ＰＬ協会会長
(一社)ＡＺ－ＣＯＭ丸和・支援ネットワーク代表理事

取締役
専務執行役員 山 本 輝 明 (一社)ＡＺ－ＣＯＭ丸和・支援ネットワーク理事

取締役
常務執行役員 平 本 研 二 ３ＰＬ食品物流統括本部長兼食品物流開発運営部長

(株)東北丸和ロジスティクス取締役
取締役
常務執行役員 藤 田 　 勉 経営戦略統括本部長兼経営戦略部長

(株)アズコムデータセキュリティ取締役

取締役
常務執行役員 河 田 和 美

管理統括本部長兼総務本部長
(株)アズコムデータセキュリティ取締役
(株)中四国丸和ロジスティクス監査役
(株)ジャパンクイックサービス監査役

取締役
執行役員 小 倉 友 紀 ３ＰＬ物流統括本部長

(株)中四国丸和ロジスティクス取締役
取締役
執行役員 橋 本 英 雄 教育本部長兼教育部長

取締役
執行役員 田 中 　 博

財務本部長兼財務部長
(株)丸和通運取締役
(株)北海道丸和ロジスティクス監査役

取締役
執行役員 早 川 浩 平 ３ＰＬグローバル物流統括本部長兼グローバル戦略企画部長

取締役 廣 瀬 　 權

取締役 山 川 征 夫

常勤監査役 田 中 　 茂

監査役 藤 原 俊 彦 (株)丸和通運監査役
(株)アズコムデータセキュリティ監査役

監査役 岩 崎 　 明 (株)ソウケイ・ハイネット顧問
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（注）１．取締役　廣瀬權及び山川征夫の両氏は、会社法第２条第15号に定める社外取締役であり、東京証券取
引所の定めに基づく独立役員として指定し、同取引所に届け出ております。

２．監査役　藤原俊彦及び岩崎明の両氏は、会社法第２条第16号に定める社外監査役であり、東京証券取
引所の定めに基づく独立役員として指定し、同取引所に届け出ております。
なお、社外監査役が法令に定める員数を欠くことになる場合に備え、補欠監査役として櫻庭広樹氏が
選任されております。

３．監査役　藤原俊彦及び岩崎明の両氏は、企業経営等の豊富な経験や実績、幅広い見識を有し、財務及
び会計に関する相当程度の知見を有するものであります。

４．当社は、会社法第427条第１項の規定に基づき、各社外取締役及び各監査役との間において、同法第
423条第１項の損害賠償責任を限定する責任限定契約を締結しております。当該契約に基づく損害賠
償責任の限度額は、法令が定める額としております。

５．当社では、経営の意思決定及び監督機能と業務執行機能を分離することで、それぞれの役割と責任を
明確化し、機能強化を目的に執行役員制度を導入しております。取締役を兼任しない執行役員は、次
のとおりであります。

地位 氏名 担当及び重要な兼職の状況

執行役員 小野島　　　茂 人事経営企画本部長兼人事企画部長
(株)北海道丸和ロジスティクス取締役

執行役員 三　上　友紀雄 人事採用本部長兼人事採用部長
(株)中四国丸和ロジスティクス取締役

執行役員 新 沼 　 実 ドラッグ物流運営本部長
(株)九州丸和ロジスティクス代表取締役社長

執行役員 大 塚 　 信

経理本部長兼経理部長
(株)九州丸和ロジスティクス取締役
(株)東北丸和ロジスティクス監査役
(株)関西丸和ロジスティクス監査役
(一社)ＡＺ－ＣＯＭ丸和・支援ネットワーク監事

執行役員 和佐見　　　清 監査室長

執行役員 仮　屋　和　文 情報システム本部長兼情報システム部長
(株)ジャパンクイックサービス取締役

執行役員 岩　﨑　哲　律
ＥＣ常温物流運営本部長兼常温物流運営部長
(株)東北丸和ロジスティクス取締役
(株)ジャパンクイックサービス取締役
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（２）取締役及び監査役の報酬等
① 報酬等の決定に関する方針と手続
　当社の取締役報酬は、業績、個人の貢献度等を総合的に勘案し、取締役会によって決定し
ております。

② 報酬等の額
役員区分 人数（人） 報酬等の額（百万円）
取締役

（うち社外取締役）
11
(２)

213
(10)

監査役
（うち社外監査役）

３
(２)

19
(10)

合計 14 232
（注）１．取締役の報酬限度額は、平成21年６月26日開催の第36回定時株主総会の決議において、年額500百

万円以内となっております。
２．監査役の報酬限度額は、平成27年６月26日開催の第42回定時株主総会の決議において、年額50百万

円以内となっております。

（３）社外役員に関する事項
① 他の法人等の重要な兼職の状況及び当社と当該法人等との関係
　監査役 藤原俊彦氏が兼職しております（株）丸和通運及び（株）アズコムデータセキュ
リティは、いずれも当社の連結子会社であります。
　監査役 岩崎明氏は、（株)ソウケイ・ハイネットの顧問を務めております。なお、当社と
同社との間には特別な関係はありません。

② 当事業年度における主な活動状況
地位 氏名 主な活動状況

取締役 廣 瀬 　 權
当事業年度に開催された取締役会20回の全てに出席し、必要に応じて取
締役会の意思決定の妥当性・適正性を確保するための助言、提言を行って
おります。

取締役 山　川　征　夫
当事業年度に開催された取締役会20回の全てに出席し、必要に応じて取
締役会の意思決定の妥当性・適正性を確保するための助言、提言を行って
おります。

監査役 藤 原 俊 彦
当事業年度に開催された取締役会20回の全てに出席し、必要に応じて取
締役会の意思決定の妥当性・適正性を確保するための助言、提言を行って
おります。また、監査役会14回の全てに出席し、監査結果についての意
見交換、監査に関する重要事項の協議等を行っております。

監査役 岩 崎 　 明
当事業年度に開催された取締役会20回の全てに出席し、必要に応じて取
締役会の意思決定の妥当性・適正性を確保するための助言、提言を行って
おります。また、監査役会14回の全てに出席し、監査結果についての意
見交換、監査に関する重要事項の協議等を行っております。
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５．会計監査人に関する事項
（１）会計監査人の名称

　新日本有限責任監査法人

（２）当事業年度に係る会計監査人の報酬等の額
支払額

当事業年度に係る会計監査人としての報酬等の額 40百万円

当社及び当社子会社が会計監査人に支払うべき金銭その他の財産上の利
益の合計額 40百万円

（注）１．当社監査役会は、日本監査役協会が公表する「会計監査人との連携に関する実務指針」を踏まえ、会
計監査人の監査の実施状況、監査計画及び報酬見積の相当性などを確認し、検討した結果、会計監査
人の報酬額につき会社法第399条第１項の同意を行っております。

２．当社と会計監査人との間の監査契約において、会社法に基づく監査と金融商品取引法に基づく監査の
監査報酬等の額を明確に区分しておらず、実質的にも区分することができないため、当事業年度に係
る会計監査人としての報酬等の額にはこれらの合計額を記載しております。

（３）非監査業務の内容
　該当事項はありません。

（４）会計監査人の解任又は不再任の決定の方針
　監査役会は、会計監査人の職務の執行に支障がある場合等、その必要があると判断した場
合は、株主総会に提出する会計監査人の解任又は不再任に関する議案の内容を決定し、取締
役会は、当該決定に基づき、当該議案を株主総会に提出いたします。
　また、会計監査人が会社法第340条第１項各号に定める項目に該当すると認められる場合
は、監査役全員の同意に基づき、会計監査人を解任いたします。この場合、監査役会が選定
した監査役は、解任後最初に招集される株主総会におきまして、会計監査人を解任した旨と
解任の理由を報告いたします。
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６．会社の体制及び方針
（１）コーポレート・ガバナンスに関する基本的な考え方

　当社は、経営理念として「お客様第一義を基本にサードパーティ・ロジスティクス業界の
Ｎｏ．１企業を目指し、同志の幸福と豊かな社会づくりに貢献する」を掲げ、お客様や地域
社会をはじめとするステークホルダーと共に発展していくことを目指しております。
　経営理念の実現のためには、ステークホルダーに対する経営の透明性及び効率性を確保し、
コンプライアンス経営の遂行と企業倫理に基づく事業活動を行っていくことが必要です。そ
のため、当社は経営の透明性を図り、経営監視機能を発揮できるコーポレート・ガバナンス
体制を構築し、確立するとともに、基本方針として、コーポレートガバナンス・ガイドライ
ンを定め、実効的なコーポレート・ガバナンスを追求いたします。

（２）業務の適正を確保するための体制及び当該体制の運用状況
① 業務の適正を確保するための体制
　当社は、会社法第362条第４項第６号に規定する「取締役の職務の執行が法令及び定款に
適合することを確保するための体制その他株式会社の業務並びに当該株式会社及びその子
会社から成る企業集団の業務の適正を確保するために必要なものとして法務省令で定める
体制」（内部統制システム）の整備に向けて平成21年６月21日の取締役会において「内部
統制システムの基本方針」を定める決議を行っております。その後も、必要な見直しを行
い、以下の体制を構築しております。
イ．当社及び当社子会社の取締役並びに従業員の職務の執行が法令及び定款に適合するこ

とを確保するための体制
ａ．当社グループはコンプライアンス体制の基礎として、「丸和グループ行動憲章」を

定めるとともに、全役員及び全従業員が準拠すべき行動の規範として「丸和グルー
プ行動ルール」を定め周知徹底を図ります。また、コンプライアンスに関する体制
を整備するため、コンプライアンス・マニュアルを制定し、取締役並びに従業員が
法令及び社内諸規程を遵守した行動をとるよう定めるとともに、研修等を通じてそ
の浸透を図ります。

ｂ．当社グループは、従業員が社内でコンプライアンス違反やその疑いのある行為を発
見した場合に、相談・報告できる内部通報制度を構築し、必要に応じて通報内容の
調査と対応を実施します。

ｃ．業務執行部門から独立した監査室が、当社グループの法令及び内部規程の遵守状況
について内部監査を実施します。

ｄ．財務報告の信頼性を確保するため、金融商品取引法及び関連する規則等の定めに従
い「財務報告基本方針」を制定し、これに基づく適切な業務運営を行います。
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ロ．取締役の職務の執行に係る情報の保存及び管理に関する体制
ａ．取締役の職務の執行に係る情報の保存及び管理が適切に行われるよう、取締役会規

程、稟議規程及び文書管理規程において、情報の保存及び管理の方法に関する事項
を定め、適切に保管及び管理を行います。

ｂ．取締役及び監査役が常時これらの情報を閲覧できる体制を構築します。
ハ．当社及び当社子会社の損失の危険の管理に関する規程その他の体制

ａ．当社グループは、リスク管理体制を整備するために、「リスク管理規程」を定め、
効果的に運用することにより、リスクの軽減を図ります。

ｂ．当社グループのコンプライアンスを確実に実行するため、「リスク管理委員会」を
設置し、リスク管理に関する体制、方針を決定するとともに、各部署のリスク管理
体制を評価し、必要な改善を行います。

ｃ．重要な取引に関わるリスクについては、「見積・契約審査委員会」において、リス
クの把握と対策の審議を行います。

ｄ．業務執行部門から独立した監査室が、リスク管理体制の構築・運用状況について、
内部監査を実施します。

ニ．当社及び当社子会社の取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための
体制
ａ．取締役の職務の執行が効率的に実施されることを確保するため、取締役会を毎月１

回開催し、重要事項の決定並びに取締役の業務執行状況の監督等を行います。
ｂ．当社は、経営上の意思決定と業務執行との分離、迅速な意思決定及び権限と責任の

明確化を図る観点から、執行役員制度を採用します。代表取締役社長及び一部の業
務担当取締役並びに各部門の長の中から選任された者は、執行役員として業務を執
行します。

ｃ．当社グループは、将来の事業環境を踏まえた中期経営計画を策定し、各部門におい
ては年度毎に予算を立案して、その達成に向け具体策を立案・実行します。また、
予算に対する実績管理を行うため、毎月１回予算と実績の差異分析及び対策を協議
するための会議を開催し、各部門の経営数値の進捗把握と適正な施策を決定しま
す。

ホ．当社子会社の職務の執行に係る事項の当社への報告に関する事項
　子会社における経営上の重要事項については、「関係会社管理規程」及び「職務権限
規程」に基づき、当社への報告又は承認を必要とするほか、重要な事項については当社
取締役会で承認することとします。また、株主総会及び取締役会等の記録、毎月の業績
内容、その他重要な事項について当社へ報告することとします。
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へ．監査役の職務を補助すべき従業員に関する事項
ａ．監査役の職務を補助すべき従業員の配置について、監査役から求められた場合は、

監査役と協議の上、合理的な範囲内で配置します。また、同従業員の任命、異動等
人事権に係わる決定は、監査役の事前の同意を条件とすることにより、取締役から
の独立性を確保します。

ｂ．監査役の職務を補助すべき従業員は、監査役会に所属し、指揮命令系統は監査役と
します。

ト．監査役に報告する体制及び監査が実効的に行われることを確保するための体制
ａ．当社グループの取締役及び従業員は、会社に著しい損害を及ぼす可能性のある事

実、法令違反等の不正行為、その他これに準ずる事実等を知った場合は、直ちに当
社監査役に報告を行います。また、当社子会社の役員又は従業員から同様の報告を
受けた者は、直ちに当社監査役に報告を行います。

ｂ．当社グループは、上記の報告を行った役員及び従業員に対して、当該報告を行った
ことを理由として、不利な取り扱いを行うことを禁止します。

チ．監査役の職務の執行について生ずる費用の前払又は償還の手続その他の当該職務の執
行について生ずる費用又は債務の処理に係る方針に関する事項
　監査役がその職務の執行につき、費用の前払等を請求した時は、請求にかかる費用又
は債務が当該監査役の職務の執行に必要でないことを証明した場合を除き、速やかに当
該費用又は債務を処理するものとします。

リ．その他監査役の監査が実効的に行われることを確保するための体制
ａ．監査役は必要に応じて、監査室と連携及び情報交換して職務にあたります。
ｂ．監査役は重要な意思決定の過程及び業務の執行状況を把握するため、取締役会の

他、必要と認める会議に出席すると共に、主要な稟議書、その他業務執行に関する
重要な文書を閲覧し、必要に応じて取締役又は従業員等にその説明を求めます。

ｃ．監査役は、代表取締役社長、会計監査人とそれぞれ定期的に会合を行い、重要な課
題について意見交換を行います。

ヌ．反社会的勢力排除のための体制
　当社は、「丸和グループ行動憲章」及び「丸和グループ行動ルール」を遵守し、地域
社会の秩序や安全に脅威を与える反社会的勢力及び団体とは一切関係を持たないこと
を宣言します。不当な要求に対しては、弁護士や警察等とも連携し、毅然とした姿勢で
組織的に対応します。
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② 業務の適正を確保するための体制の運用状況
　当社では、「内部統制システムの基本方針」に基づき、当社及び当社子会社の業務の適正
を確保するための体制整備とその適切な運用に努めております。当連結会計年度における
運用状況の概要は以下のとおりであります。
イ．コンプライアンス体制及びリスク管理について

　当社は、「リスク管理委員会」にて、各種法令等の遵守状況の審議、各種コンプライ
アンスにまつわる啓蒙活動や内部通報制度等の状況を確認し、必要に応じてコンプライ
アンス体制を見直しました。そのほか当社顧問弁護士等を講師とした各階層別におけ
るコンプライアンス研修、情報セキュリティ分野に特化したe－ラーニング等を実施
し、従業員への浸透を図っております。また、リスク管理体制においても同委員会に
て、各部署のリスク管理体制を評価し、改善・見直しを行うとともに、別途「見積・契
約審査委員会」を開催し、見積り又は契約におけるリスクの把握と対策の審議を行いま
した。

ロ．当社取締役会について
　取締役会は、社外取締役２名を含む取締役11名で構成しており、監査役も出席した
上で毎月開催し、経営上の重要な業務執行の決定及び取締役の職務執行の監督を行いま
した。また、当社は執行役員制度を採用しており、取締役会にて16名の執行役員を選
任し、各執行役員は、社長の指揮・監督の下、各自の権限及び責任の範囲で職務を執行
しております。

ハ．当社の子会社管理について
　子会社管理については、「関係会社管理規程」及び「職務権限規程」に基づき、重要
な事項は当社取締役会にて審議を行いました。そのほか株主総会や取締役会等の記録、
毎月の業績内容、その他重要な事項の報告を受け、当社子会社の適正な業務運営及び当
社による実効性のある管理の実現に努めました。

ニ．監査役について
　監査役は、監査役会を原則として月１回開催し、監査に関する重要な事項の決議・報
告・協議を行いました。また、取締役会及び重要な会議への出席や稟議書等の閲覧、定
期的な会計監査人、監査室との連携及び情報交換等を行い、監査の実効性を確保してお
ります。

ホ．監査室について
　監査室は、業務執行部門から独立しており、社長の承認を受けた内部監査実施計画書
に基づき、法令及び内部規程等の遵守状況について、当社及び当社子会社の各部署を対
象に内部監査を実施いたしました。その結果及び改善状況は、社長に報告しておりま
す。
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（３）剰余金の配当等の決定に関する方針
　当社は、株主に対する利益還元を経営の最重要施策のひとつと位置づけており、安定的か
つ継続的な配当を行うことを基本方針としております。また、内部留保資金につきましては、
今後の財務体質の強化や業容拡大に対応する内部のインフラ整備、既存事業の強化並びに新
規事業の展開等に投入してまいります。
　当期の期末配当につきましては、１株当たり15.88円とする予定で平成30年６月28日開
催の第45回定時株主総会の決議事項として付議させて頂いております。中間配当につきま
しては、１株当たり31.75円を実施しております。なお、当社株式は平成29年10月１日を
効力発生日として１株につき２株の割合での株式分割を行っており、前述の中間配当は株式
分割前の実際の配当額を記載しております。
　また、次期の配当につきましては、年間配当36.4円（中間配当18.2円、期末配当18.2円）
に増配し、配当性向30.1％を予定しております。
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連結貸借対照表
（平成30年３月31日現在）

(単位：千円)
科　　目 金　額 科　　目 金　額

（資産の部） （負債の部）
流動資産

現金及び預金
受取手形及び売掛金
貯蔵品
繰延税金資産
未収入金
その他
貸倒引当金

固定資産
有形固定資産

建物及び構築物
機械装置及び運搬具
土地
リース資産
建設仮勘定
その他

無形固定資産
のれん
リース資産
その他

投資その他の資産
投資有価証券
長期貸付金
退職給付に係る資産
繰延税金資産
その他
貸倒引当金

17,016,131
4,582,429
9,343,803

28,787
246,472

2,263,996
554,030
△3,388

22,577,115
16,643,130
6,537,313

864,094
6,917,694

575,385
1,423,462

325,181
957,140
230,392
65,232

661,515
4,976,844
3,397,393

200,349
26,272

114,371
1,290,968
△52,511

流動負債 12,924,816
支払手形及び買掛金 5,380,350
短期借入金 400,000
１年内返済予定の長期借入金 1,687,736
リース債務 307,774
未払金 3,175,292
未払法人税等 914,422
賞与引当金 324,774
訴訟損失引当金 1,752
その他 732,713

固定負債 6,051,206
長期借入金 3,012,388
リース債務 396,345
繰延税金負債 715,976
退職給付に係る負債 609,775
資産除去債務 403,095
その他 913,626

負債合計 18,976,023
（純資産の部）

株主資本 19,710,436
資本金 2,653,980
資本剰余金 2,168,402
利益剰余金 14,991,531
自己株式 △103,478

その他の包括利益累計額 906,787
その他有価証券評価差額金 1,056,622
退職給付に係る調整累計額 △149,835

純資産合計 20,617,223
資産合計 39,593,246 負債・純資産合計 39,593,246
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連結損益計算書
（自平成29年４月１日　至平成30年３月31日）

(単位：千円)
科 目 金 額

売上高 74,359,861
売上原価 66,596,428

売上総利益 7,763,432
販売費及び一般管理費 3,256,890

営業利益 4,506,542
営業外収益

受取利息 2,400
受取配当金 48,521
業務受託料 78,750
固定資産売却益 36,997
その他 133,746 300,415

営業外費用
支払利息 31,359
訴訟損失引当金繰入額 1,402
固定資産除却損 8,414
その他 13,415 54,591

経常利益 4,752,366
税金等調整前当期純利益 4,752,366

法人税、住民税及び事業税 1,692,629
法人税等調整額 14,743

当期純利益 3,044,993
非支配株主に帰属する当期純利益 －
親会社株主に帰属する当期純利益 3,044,993
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連結株主資本等変動計算書
（自平成29年４月１日　至平成30年３月31日）

(単位：千円)
株主資本

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計
平成29年４月１日残高 2,650,296 2,164,718 12,965,368 △103,383 17,677,000
連結会計年度中の変動額

新株の発行(新株予約権の行使) 3,683 3,683 7,367
剰余金の配当 △1,018,831 △1,018,831
親会社株主に帰属する当期純利益 3,044,993 3,044,993
自己株式の取得 △94 △94
株主資本以外の項目の連結会計
年度中の変動額（純額）

連結会計年度中の変動額合計 3,683 3,683 2,026,162 △94 2,033,435
平成30年３月31日残高 2,653,980 2,168,402 14,991,531 △103,478 19,710,436

その他の包括利益累計額
純資産合計その他有価証券

評価差額金
退職給付に係る

調整累計額
その他の包括利益

累計額合計
平成29年４月１日残高 331,662 △72,871 258,791 17,935,792
連結会計年度中の変動額

新株の発行(新株予約権の行使) 7,367
剰余金の配当 △1,018,831
親会社株主に帰属する当期純利益 3,044,993
自己株式の取得 △94
株主資本以外の項目の連結会計
年度中の変動額（純額） 724,959 △76,963 647,995 647,995

連結会計年度中の変動額合計 724,959 △76,963 647,995 2,681,431
平成30年３月31日残高 1,056,622 △149,835 906,787 20,617,223
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貸借対照表
（平成30年３月31日現在）

(単位：千円)
科　　目 金　額 科　　目 金　額

（資産の部） （負債の部）
流動資産

現金及び預金
受取手形
売掛金
未収入金
貯蔵品
前払費用
繰延税金資産
その他
貸倒引当金

固定資産
有形固定資産

建物
構築物
機械及び装置
車両運搬具
工具、器具及び備品
土地
リース資産
建設仮勘定

無形固定資産
のれん
商標権
ソフトウエア
ソフトウエア仮勘定
リース資産
電話加入権

投資その他の資産
投資有価証券
関係会社株式
出資金
関係会社出資金
長期貸付金
破産更生債権等
長期前払費用
その他
貸倒引当金

13,647,527
3,807,660

209,526
5,813,007
2,288,738

16,458
327,049
120,266

1,065,401
△581

17,656,236
9,282,673
3,660,122

91,846
51,783
2,916

199,204
4,433,626

329,618
513,555
592,678
230,392

369
124,298
147,543
59,066
31,009

7,780,884
3,249,669
1,719,745

5,624
100,000

1,647,340
105

65,552
1,002,433

△9,587

流動負債 10,208,685
買掛金 4,413,221
短期借入金 1,383,959
１年内返済予定の長期借入金 1,544,794
リース債務 200,649
未払金 1,883,859
未払費用 70,923
未払法人税等 407,252
預り金 40,673
前受収益 74,982
賞与引当金 186,694
その他 1,674

固定負債 4,409,075
長期借入金 2,808,318
リース債務 224,231
退職給付引当金 345,913
資産除去債務 298,750
繰延税金負債 278,221
その他 453,640

負債合計 14,617,760
（純資産の部）

株主資本 15,632,695
資本金 2,653,980
資本剰余金 2,168,402

資本準備金 2,168,402
利益剰余金 10,913,790

利益準備金 18,250
その他利益剰余金 10,895,540

別途積立金 912,000
繰越利益剰余金 9,983,540

自己株式 △103,478
評価・換算差額等 1,053,308

その他有価証券評価差額金 1,053,308

純資産合計 16,686,003
資産合計 31,303,764 負債・純資産合計 31,303,764
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損益計算書
（自平成29年４月１日　至平成30年３月31日）

(単位：千円)

科 目 金 額

売上高 49,996,698

売上原価 46,170,263

売上総利益 3,826,435

販売費及び一般管理費 1,728,907

営業利益 2,097,527

営業外収益

受取利息 18,287

受取配当金 1,331,930

その他 49,970 1,400,189

営業外費用

支払利息 24,354

固定資産除却損 5,330

その他 4,084 33,769

経常利益 3,463,946

税引前当期純利益 3,463,946

法人税、住民税及び事業税 835,570

法人税等調整額 △22,653 812,916

当期純利益 2,651,029

－ 25 －



株主資本等変動計算書
（自平成29年４月１日　至平成30年３月31日）

(単位：千円)
株主資本

資本金

資本剰余金 利益剰余金

自己株式
株　主
資　本
合　計資　本

準備金
資　本
剰余金
合　計

利　益
準備金

その他利益剰余金 利　益
剰余金
合　計別　途

積立金
繰越利益
剰余金

平成29年４月１日残高 2,650,296 2,164,718 2,164,718 18,250 912,000 8,351,341 9,281,591 △103,383 13,993,223

事業年度中の変動額
新株の発行(新株予
約権の行使) 3,683 3,683 3,683 7,367

剰余金の配当 △1,018,831 △1,018,831 △1,018,831

当期純利益 2,651,029 2,651,029 2,651,029

自己株式の取得 △94 △94
株主資本以外の項目の事業
年度中の変動額（純額）

事業年度中の変動額合計 3,683 3,683 3,683 － － 1,632,198 1,632,198 △94 1,639,471

平成30年３月31日残高 2,653,980 2,168,402 2,168,402 18,250 912,000 9,983,540 10,913,790 △103,478 15,632,695

評価・換算差額等
純資産合計その他有価証券

評価差額金
評価・換算
差額等合計

平成29年４月１日残高 328,455 328,455 14,321,679

事業年度中の変動額
新株の発行(新株予
約権の行使) 7,367

剰余金の配当 △1,018,831

当期純利益 2,651,029

自己株式の取得 △94
株主資本以外の項目の事業
年度中の変動額（純額） 724,852 724,852 724,852

事業年度中の変動額合計 724,852 724,852 2,364,324

平成30年３月31日残高 1,053,308 1,053,308 16,686,003
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連結計算書類に係る会計監査人の監査報告書　謄本

独立監査人の監査報告書
平成30年５月18日

株式会社丸和運輸機関
取締役会　御中

新日本有限責任監査法人
指定有限責任社員
業務執行社員 公 認 会 計 士 福 田 慶 久 ㊞
指定有限責任社員
業務執行社員 公 認 会 計 士 山 川 幸 康 ㊞

　当監査法人は、会社法第444条第４項の規定に基づき、株式会社丸和運輸機関の平成29年４月１日から
平成30年３月31日までの連結会計年度の連結計算書類、すなわち、連結貸借対照表、連結損益計算書、
連結株主資本等変動計算書及び連結注記表について監査を行った。

連結計算書類に対する経営者の責任
　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して連結計算書類
を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない連結計算書類
を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

監査人の責任
　当監査法人の責任は、当監査法人が実施した監査に基づいて、独立の立場から連結計算書類に対する意
見を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠
して監査を行った。監査の基準は、当監査法人に連結計算書類に重要な虚偽表示がないかどうかについて
合理的な保証を得るために、監査計画を策定し、これに基づき監査を実施することを求めている。
　監査においては、連結計算書類の金額及び開示について監査証拠を入手するための手続が実施される。
監査手続は、当監査法人の判断により、不正又は誤謬による連結計算書類の重要な虚偽表示のリスクの評
価に基づいて選択及び適用される。監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのもので
はないが、当監査法人は、リスク評価の実施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、
連結計算書類の作成と適正な表示に関連する内部統制を検討する。また、監査には、経営者が採用した会
計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての連結計算書類の
表示を検討することが含まれる。
　当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。

監査意見
　当監査法人は、上記の連結計算書類が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に
準拠して、株式会社丸和運輸機関及び連結子会社からなる企業集団の当該連結計算書類に係る期間の財産
及び損益の状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。

利害関係
　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はな
い。

以　　上
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会計監査人の監査報告書　謄本

独立監査人の監査報告書
平成30年５月18日

株式会社丸和運輸機関
取締役会　御中

新日本有限責任監査法人
指定有限責任社員
業務執行社員 公 認 会 計 士 福 田 慶 久 ㊞
指定有限責任社員
業務執行社員 公 認 会 計 士 山 川 幸 康 ㊞

　当監査法人は、会社法第436条第２項第１号の規定に基づき、株式会社丸和運輸機関の平成29年４月１
日から平成30年３月31日までの第45期事業年度の計算書類、すなわち、貸借対照表、損益計算書、株主
資本等変動計算書及び個別注記表並びにその附属明細書について監査を行った。

計算書類等に対する経営者の責任
　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して計算書類及び
その附属明細書を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のな
い計算書類及びその附属明細書を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及
び運用することが含まれる。

監査人の責任
　当監査法人の責任は、当監査法人が実施した監査に基づいて、独立の立場から計算書類及びその附属明
細書に対する意見を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監
査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監査法人に計算書類及びその附属明細書に重要な虚
偽表示がないかどうかについて合理的な保証を得るために、監査計画を策定し、これに基づき監査を実施
することを求めている。
　監査においては、計算書類及びその附属明細書の金額及び開示について監査証拠を入手するための手続
が実施される。監査手続は、当監査法人の判断により、不正又は誤謬による計算書類及びその附属明細書
の重要な虚偽表示のリスクの評価に基づいて選択及び適用される。監査の目的は、内部統制の有効性につ
いて意見表明するためのものではないが、当監査法人は、リスク評価の実施に際して、状況に応じた適切
な監査手続を立案するために、計算書類及びその附属明細書の作成と適正な表示に関連する内部統制を検
討する。また、監査には、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見
積りの評価も含め全体としての計算書類及びその附属明細書の表示を検討することが含まれる。
　当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。

監査意見
　当監査法人は、上記の計算書類及びその附属明細書が、我が国において一般に公正妥当と認められる企
業会計の基準に準拠して、当該計算書類及びその附属明細書に係る期間の財産及び損益の状況をすべての
重要な点において適正に表示しているものと認める。

利害関係
　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はな
い。

以　　上
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監査役会の監査報告書　謄本
監　査　報　告　書

　当監査役会は、平成29年４月１日から平成30年３月31日までの第45期事業年度の取締役の職務の執行に関して、各監査役
が作成した監査報告書に基づき、審議の上、本監査報告書を作成し、以下のとおり報告いたします。

１．監査役及び監査役会の監査の方法及びその内容
(1）監査役会は、監査の方針、職務の分担等を定め、各監査役から監査の実施状況及び結果について報告を受けるほか、取

締役等及び会計監査人からその職務の執行状況について報告を受け、必要に応じて説明を求めました。
(2）各監査役は、監査役会が定めた監査役監査の基準に準拠し、監査の方針、職務の分担等に従い、取締役、監査室その他

の使用人等と意思疎通を図り、情報の収集及び監査の環境の整備に努めるとともに、以下の方法で監査を実施しました。
①取締役会その他重要な会議に出席し、取締役及び使用人等からその職務の執行状況について報告を受け、必要に応じて説

明を求め、重要な決裁書類等を閲覧し、本社及び主要な事業所において業務及び財産の状況を調査いたしました。また、
子会社については、子会社の取締役及び監査役等と意思疎通及び情報の交換を図り、必要に応じて子会社から事業の報告
を受けました。

②事業報告に記載されている取締役の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制その他株式会社及
びその子会社から成る企業集団の業務の適正を確保するために必要なものとして会社法施行規則第100条第1項及び第3
項に定める体制の整備に関する取締役会決議の内容及び当該決議に基づき整備されている体制（内部統制システム）につ
いて、取締役及び使用人等からその構築及び運用の状況について定期的に報告を受け、必要に応じて説明を求め、意見を
表明いたしました。

③会計監査人が独立の立場を保持し、かつ、適正な監査を実施しているかを監視及び検証するとともに、会計監査人からそ
の職務の執行状況について報告を受け、必要に応じて説明を求めました。また、会計監査人から「職務の遂行が適正に行
われることを確保するための体制」（会社計算規則第131条各号に掲げる事項）を「監査に関する品質管理基準」（平成
17年10月28日企業会計審議会）等に従って整備している旨の通知を受け、必要に応じて説明を求めました。

　以上の方法に基づき、当該事業年度に係る事業報告及びその附属明細書、計算書類（貸借対照表、損益計算書、株主資本等
変動計算書及び個別注記表）及びその附属明細書並びに連結計算書類（連結貸借対照表、連結損益計算書、連結株主資本等変
動計算書及び連結注記表）について検討いたしました。

２．監査の結果
(1）事業報告等の監査結果

①事業報告及びその附属明細書は、法令及び定款に従い、会社の状況を正しく示しているものと認めます。
②取締役の職務の執行に関する不正の行為又は法令若しくは定款に違反する重大な事実は認められません。
③内部統制システムに関する取締役会決議の内容は相当であると認めます。また、当該内部統制システムに関する事業報告

の記載内容及び取締役の職務の執行についても、指摘すべき事項は認められません。
(2）計算書類及びその附属明細書の監査結果

会計監査人新日本有限責任監査法人の監査の方法及び結果は相当であると認めます。
(3）連結計算書類の監査結果

会計監査人新日本有限責任監査法人の監査の方法及び結果は相当であると認めます。

平成30年５月22日
株式会社丸和運輸機関　監査役会

常勤監査役 田中 　茂 ㊞
監査役（社外監査役） 藤原 俊彦 ㊞
監査役（社外監査役） 岩崎 　明 ㊞

以　上
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株主総会参考書類
議案及び参考事項
第１号議案　剰余金の配当の件

　当社は、株主の皆様に対する利益還元を経営の最重要施策のひとつと位置づけており、安定
的かつ継続的な配当を行うことを基本方針としております。
　この方針に基づき、以下のとおり剰余金の配当をいたしたいと存じます。
（１）配当財産の種類

金銭といたします。
（２）株主に対する配当財産の割当てに関する事項及びその総額

当社普通株式　１株につき金15円88銭
総額　509,953,583円

（３）剰余金の配当が効力を生じる日
平成30年６月29日

第２号議案　取締役11名選任の件
　取締役全員（11名）は、本総会の終結の時をもって任期満了となります。つきましては、取
締役11名の選任をお願いするものであります。
　取締役候補者は、次のとおりであります。

候補者
番　号 氏名 生年月日 略歴、地位及び担当並びに重要な兼職の状況 所有する当社

の株式数（株）

１ わ さ み
和佐見　

まさる
勝 昭和20年５月23日

昭和48年 ８月 (有)丸和運輸機関（現当社）設立

8,384,120

昭和48年 ９月 当社代表取締役社長
昭和63年 ２月 (株)関東丸和サービス（現(株)ジャパンクイックサ

ービス）代表取締役社長
平成５年 ８月 昭和通運(株)（現(株)丸和通運）代表取締役社長（現任）
平成７ 年11月 (株)関西丸和サービス（現(株)関西丸和ロジスティ

クス）代表取締役社長
平成９ 年８ 月 (株)東北丸和サービス（現(株)東北丸和ロジスティ

クス）代表取締役社長
平成14年 ４月 (株)四国丸和ロジスティクス（現(株)中四国丸和ロ

ジスティクス）代表取締役社長
平成17年10月 (株)九州丸和ロジスティクス代表取締役社長
平成21年 ６月 当社代表取締役社長最高経営責任者（ＣＥＯ）（現任）
平成28年10月 (一社)ＡＺ－ＣＯＭ丸和・支援ネットワーク代表理事（現任）
平成29年 ５月 (一社)日本３ＰＬ協会会長（現任）

【取締役候補者とした理由】
　当社の創業者として長きに亘って当社グループの企業価値向上に貢献しておりま
す。また、取締役会議長として取締役会を適正に運営するとともに、経営の重要な意
思決定及び業務執行に対する監督機能を適切に果たしております。引き続き当社の経
営理念の実現及び中長期的な企業価値向上に向けた強いリーダーシップを発揮するも
のと期待し、取締役候補者といたしました。
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候補者
番　号 氏名 生年月日 略歴、地位及び担当並びに重要な兼職の状況 所有する当社

の株式数（株）

２ やまもと
山本　

てるあき
輝明 昭和23年11月24日

昭和46年 ４月 (株)日本長期信用銀行（現(株)新生銀行）入行

27,900

平成14年 ６月 同行代表取締役専務取締役執行役員インスティテュー
ショナルバンキング部門長兼ＩＢ業務管理部長

平成17年 ６月 (株)アプラス（現(株)アプラスフィナンシャル）代
表取締役社長最高経営責任者（ＣＥＯ）兼(株)新生
銀行取締役

平成18年 ３月 全日信販(株)取締役会長
平成19年 ３月 (株)アプラス取締役副会長兼(株)新生銀行取締役
平成20年 ６月 新生信託銀行(株)代表取締役会長
平成23年 ３月 当社顧問
平成23年 ６月 当社取締役常務執行役員管理統括本部長
平成24年 ６月 当社取締役専務執行役員管理統括本部長
平成27年 ６月 当社取締役専務執行役員（現任）
平成28年10月 (一社)ＡＺ－ＣＯＭ丸和・支援ネットワーク理事（現任）

【取締役候補者とした理由】
　大手銀行及び大手企業の役員を歴任し、豊富な経験と幅広い知見を有しておりま
す。また、当社取締役を７年間に亘り務め、当社グループの企業価値向上に貢献して
おります。これまでの経験と実績から当社グループの更なる発展を牽引するものと期
待し、取締役候補者といたしました。

３ ふ じ た
藤田　　

つとむ
勉 昭和27年６月21日

昭和59年 ４月 新日本証券(株)（現みずほ証券(株)）入社

20,000

平成18年 ５月 同社常務執行役員
平成20年 ４月 (株)新光総合研究所（現(株)日本投資環境研究所）

取締役専務執行役員
平成24年 ６月 当社顧問

当社取締役
(株)アズコムデータセキュリティ代表取締役社長

平成26年 ７月 当社取締役常務執行役員経営戦略室長
平成27年 ６月 当社取締役常務執行役員経営戦略統括本部長
平成28年 ６月 当社取締役常務執行役員経営戦略統括本部長兼経

営戦略部長（現任）

【取締役候補者とした理由】
　大手証券会社における証券知識や財務コンサルティング等の豊富な経験を活かして
経営戦略部門を担当しております。これまでの経験と実績から当社グループの更なる
発展を牽引するものと期待し、取締役候補者といたしました。
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候補者
番　号 氏名 生年月日 略歴、地位及び担当並びに重要な兼職の状況 所有する当社

の株式数（株）

４ か わ だ
河田　

か ず み
和美 昭和36年１月23日

昭和59年 ３月 大恵信用金庫入庫

33,240

平成 4 年 ２月 当社入社
平成13年 ９月 当社経理部長
平成19年 ７月 当社執行役員経理本部長
平成21年 ４月 当社執行役員経理本部長兼総合企画本部長
平成21年11月 当社執行役員経理本部長兼総合企画本部長兼法務

部長
平成22年６ 月 当社取締役執行役員管理統括本部副本部長兼経理

本部長兼総合企画本部長兼法務部長
平成24年７ 月 当社取締役執行役員管理統括本部副本部長兼総合

企画部長
平成

平成

25

27

年

年

４

６

月

月

当社取締役執行役員管理統括本部副本部長兼総合
企画本部長
当社取締役常務執行役員管理統括本部長兼総務本
部長（現任）

【取締役候補者とした理由】
　平成４年より、経理部門や法務部門、総務部門、子会社の役員を歴任し、豊富な業
務経験を有しております。これまでの経験と実績から当社グループの更なる発展を牽
引するものと期待し、取締役候補者といたしました。

５

［新任］

いいはら
飯原　

まさひろ
正浩 昭和38年11月27日

昭和61年 ３月 ㈱イトーヨーカ堂入社

8,000

平成24年 ５月 同社執行役員物流部長
平成
平成

28
28

年
年

１
３

月
月

同社執行役員オムニチャネル推進室総括マネージャー
同社執行役員オムニチャネル推進室総括マネージャー
兼オムニチャネル物流プロジェクトサブリーダー

平成29年 ９月 当社顧問
平成30年 ４月 当社常務執行役員３ＰＬ食品物流統括本部長（現任）

【取締役候補者とした理由】
　大手小売業の豊富な経験を活かして営業部門や３ＰＬを担当し、当社グループの企
業価値向上に貢献しております。これまでの経験と実績から当社グループの更なる発
展を牽引するものと期待し、取締役候補者といたしました。

６ お ぐ ら
小倉　

と も き
友紀 昭和45年３月22日

昭和63年 ４月 当社入社

23,992

平成17年 ７月 当社システム輸送事業部長
平成22年 ６月 当社取締役執行役員運行システム事業本部長兼運

行システム事業部長
平成23年４ 月 当社取締役執行役員業務統括本部副本部長補佐兼

運行システム事業本部長兼運行システム事業部長
平成24年４ 月 当社取締役執行役員常温事業本部長兼運行事業部長
平成25年 ４月 当社取締役執行役員常温物流運営本部長兼運行シ

ステム運営部長
平成27年６ 月 当社取締役執行役員３ＰＬ物流統括本部長（現任）

【取締役候補者とした理由】
　昭和63年より、運輸部門や３ＰＬ部門、運輸子会社の役員を担当し、豊富な業務経
験を有しております。これまでの経験と実績から当社グループの更なる発展を牽引す
るものと期待し、取締役候補者といたしました。
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候補者
番　号 氏名 生年月日 略歴、地位及び担当並びに重要な兼職の状況 所有する当社

の株式数（株）

７ はしもと
橋 本　

ひ で お
英雄 昭和44年10月22日

昭和63年 ４月 当社入社

32,144

平成10年 ６月 (株)ジャパンクイックサービス出向東京本部長
平成13年10月 同社取締役本部長
平成15年 ９月 当社人事教育部長
平成22年 ６月 当社取締役執行役員人事教育本部長兼人事教育部長
平成24年 ６月 当社執行役員教育本部長兼教育部長
平成26年 ６月 当社取締役執行役員教育本部長兼教育部長（現任）

【取締役候補者とした理由】
　昭和63年より、人事部門や教育部門、運輸子会社の役員を担当し、豊富な業務経験
を有しております。これまでの経験と実績から当社グループの更なる発展を牽引する
ものと期待し、取締役候補者といたしました。

８ た な か
田中　　

ひろし
博 昭和35年10月19日

昭和54年 ４月 (株)協和銀行（現(株)りそな銀行）入行

7,200

平成16年 ８月 (株)埼玉りそな銀行熊谷駅前支店長
平成18年 ４月 同行法人部グループリーダー兼埼玉北地域営業本

部グループリーダー
平成20年７ 月 同行法人部グループリーダー兼埼玉東地域営業本

部グループリーダー
平成24年４ 月 当社入社財務部長
平成24年６ 月 当社執行役員財務本部長兼財務部長
平成27年６ 月 当社取締役執行役員財務本部長兼財務部長兼ＡＺ

－ＣＯＭ丸和・支援ネットワーク担当
平成27年10月 当社取締役執行役員財務本部長兼ＡＺ－ＣＯＭ丸

和・支援ネットワーク担当
平成28年11月 当社取締役執行役員財務本部長兼財務部長(現任)

【取締役候補者とした理由】
　大手銀行の財務・金融等豊富な経験を活かして財務部門や子会社の役員を担当し、
当社グループの企業価値向上に貢献しております。これまでの経験と実績から当社グ
ループの更なる発展を牽引するものと期待し、取締役候補者といたしました。

９

［新任］

いわさき
岩﨑　

あきのり
哲律 昭和49年７月３日

平成 ５年 ４月 当社入社

－

平成27年 ６月 当社常温物流運営部長
平成28年 ８月 当社執行役員常温物流運営部長
平成29年 ６月 当社執行役員ＥＣ常温物流運営本部長兼ＥＣ常温

物流運営部長
平成29年７ 月 当社執行役員ＥＣ常温物流運営本部長兼常温物流

運営部長
平成30年４ 月 当社執行役員ＥＣ物流運営本部長（現任）

【取締役候補者とした理由】
　平成５年より、運輸部門や３ＰＬ部門、ＥＣ部門、運輸子会社の役員を担当し、豊
富な業務経験を有しております。これまでの経験と実績から当社グループの更なる発
展を牽引するものと期待し、取締役候補者といたしました。
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候補者
番　号 氏名 生年月日 略歴、地位及び担当並びに重要な兼職の状況 所有する当社

の株式数（株）

10 ひ ろ せ
廣瀬　　

はかる
權 昭和17年12月７日

昭和41年 ４月 警察庁入庁

600

昭和60年 ８月 大阪府警察本部刑事部長
平成 元年 ６月 内閣総理大臣秘書官
平成 元年 ８月 岡山県警察本部長
平成 ２年 ９月 警視庁刑事部長
平成 ４年 ４月 警察庁暴力団対策部長
平成 ６年 ９月 警視庁副総監
平成 ８年 ７月 大阪府警察本部長
平成10年 ４月 全日本空輸(株)常勤顧問
平成13年 ９月 預金保険機構理事
平成21年 ９月 (財)警察協会（現(公財)警察協会）専務理事
平成26年 ６月 当社社外取締役（現任）

【社外取締役候補者とした理由】
　警視庁副総監をはじめ要職を歴任され、豊富な経験と幅広い見識を有しており、会
社経営の経験はございませんが、その専門的な経験と見識を当社経営体制の強化に活
かしていただけることを期待し、社外取締役候補者といたしました。

11 やまかわ
山川　

ゆ き お
征夫 昭和19年４月22日

昭和44年 ４月 (株)三菱銀行（現(株)三菱UFJ銀行）入行

－

平成 ９年 ６月 (株)東京三菱銀行（現(株)三菱UFJ銀行）取締役
平成10年 ６月 ダイヤモンド信用保証(株)取締役社長
平成14年 ６月 (株)整理回収機構取締役副社長
平成20年 ６月 西武鉄道(株)代表取締役副社長
平成22年 ３月 (株)小野測器監査役
平成22年 ６月 (株)百五銀行監査役
平成25年 ９月 (株)ジョイフル本田取締役コンプライアンス担当
平成27年 ９月 (株)ジョイフル本田取締役コンプライアンス・特命

事項担当
平成28年 ６月 当社社外取締役（現任）

【社外取締役候補者とした理由】
　大手銀行や大手小売業の役員などを経験し、豊富な会社経営によって培われた見識
を有しております。当社グループの企業価値向上に向けて、株主・投資家目線からの
監督機能や助言に加え、経営陣の迅速・果敢な意思決定への貢献を期待し、社外取締
役候補者といたしました。
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（注）１．各候補者と当社との間には特別な利害関係はありません。
２．廣瀬權氏及び山川征夫氏は、社外取締役候補者であります。
３．廣瀬權氏の当社社外取締役としての在任期間は、本総会終結の時をもって４年となります。
４．山川征夫氏の当社社外取締役としての在任期間は、本総会終結の時をもって２年となります。
５．廣瀬權氏及び山川征夫氏は、株式会社東京証券取引所の定めに基づく独立役員の要件を満たしており

ますので、独立役員として指定し、同取引所に届け出ております。
６．当社では社外役員の要件として、一般株主と利益相反の生じるおそれのない者であること、また、取

締役会等において率直で活発な意見提示ができ、かつ当社の持続的な成長と中長期的な企業価値の向
上に貢献できる者であることとしております。

７．当社は、会社法第427条第１項の規定に基づき、廣瀬權及び山川征夫の両氏との間において、同法第
423条第１項の賠償責任を限定する責任限定契約を締結しており、当該契約に基づく賠償責任の限度
額は、法令が規定する額であります。両氏の選任が承認された場合は、当該契約を継続する予定です。

８．取締役候補者のうち現任の当社取締役及び執行役員における重要な兼職の状況は、事業報告の４．会
社役員に関する事項（１）取締役及び監査役の状況に記載のとおりであります。

以　上
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株主総会会場ご案内図
会場：埼玉県吉川市旭７番地１　株式会社丸和運輸機関 本店６階会議室
電話：048-991-1000（代表）
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本社外観

【交通機関】
■ＪＲ武蔵野線 吉川駅北口よりバス（ジャパンタローズ「東埼玉テクノポリス行き」）に乗車し「旭地区セ

ンター」にて下車（所要時間20分程）後、徒歩３分
■タクシーの場合は、ＪＲ武蔵野線 吉川駅（北口）より15分程
※ 吉川駅北口付近より当社まで、シャトルバス（無料送迎）が運行しております。無料送迎バスの運行時刻は、8：45、9：00、

9：20です。
※ 駐車場には限りがございますので、可能な限り公共交通機関をご利用くださいますようお願い申し上げます。

見やすく読みまちがえにくい
ユニバーサルデザインフォント
を採用しています。


